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全ての国民に対する高度な文化的生活と教育を実現すべく、時代に対応
したユニバーサルサービスを確保することが必要。

そのためには、NTT東西が保有する情報通信インフラを真にオープン化す
ることを目的としたアクセス回線網分離の実現や電気通信事業者間にお
ける設備共用等の推進により、情報通信インフラを効率的に構築・維持
するとともに、それらを全ての電気通信事業者が公平に利用できる環境
（ルール）を整備し、多数の電気通信事業者による自由なサービス競争が
展開されるようにすべき。

ユニバーサルサービスの確保にあたっては、前述のとおり各電気通信事業
者が有するリソースを最大化・最適化することを第一に考えるべき。
安易に基金制度や補助金等による設備構築･維持が検討されるべきで
はない。

基本的考え方

ユニバーサルサービスの確保は、競争環境下で効率的に行うべき
基金制度や補助金等による維持は安易に検討すべきではない
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フェーズ1におけるユニバーサルサービスの範囲

最も効率的にユニバーサルサービスを確保するため、
技術中立性を踏まえて検討すべき

フェーズ1におけるユニバーサルサービスの範囲とすべきは、
「固定音声通話機能」と「緊急通報機能」

加入電話

（固定音声通話）
（緊急通報）

最小費用となる技術

音声通話
機能

緊急通報
機能

確保すべき最小限
の通信手段

国民の安心・安全の確
保のための一手段

提供技術を「加入電話」に限定する必要はない
IPを含め、提供費用を最小化可能な技術を検討
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フェーズ1におけるユニバーサルサービス算定方法 （１－１）

基礎的電気通信役務
収支

算定方式

ベンチマーク方式
算定方法詳細

最小の補填額

黒字

赤字

ベンチマーク

ベンチマーク以外

補
填
な
し

基本料収支見直し

ブランド効果、無形の便益の算入

NTT保有資産の活用

【現行算定手順】

基礎的電気通信役務収支に、NTT東西がユニバーサルサービス
提供により享受する便益全てを反映することが必要

ユニバーサルサービス補填の必要性のより精緻な検証が必要
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フェーズ1におけるユニバーサルサービス算定方法 （１－２）

基礎的電気通信役務
収支

算定方式

ベンチマーク方式
算定方法詳細

最小の補填額

黒字

赤字

ベンチマーク

ベンチマーク以外

補
填
な
し

収入費用方式 （相殺型）

積上げ方式

LRIC採用

競争地域の考慮 （4.9%）

平均＋2σ

IP電話回線数補正

き線点RT-GC間伝送路費用

【現行算定手順】

補填金算定方法を精査し、個々の段階において
補填額の最小化を図ることが必要

仮に補填が必要な場合でも補填額は最小化すべき
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フェーズ1におけるユニバーサルサービス算定方法 （２） 基礎的電気通信役務収支

ユニバーサルサービス補填の必要性の精緻な検証が必要

ユニバーサルサービス提供により享受する便益を算入するなど、
基礎的電気通信役務収支の検証は、より精緻に行うべき

基
礎
的
電
気
通
信
役
務
収
支

基
本
料
費
用

基
本
料
収
入

拡
大

検
討

縮
小

検
討

詳細データの
開示

便益の算入
NTT保有資産収益
基本料リバランシング
など

費用効率化
配賦基準見直し
コスト要素検証
など

便
益
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フェーズ1におけるユニバーサルサービス算定方法 （３－１） 便益

NTT東西のユニバーサルサービス提供にともなう便益は、
全て考慮すべき

ユニバーサルサービス提供による、
ブランド力向上

公衆電話設置による広告効果

本来NTTブランドは分離されるべきであり、
分離がなされるまでは、ブランド効果の算入が必要
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フェーズ1におけるユニバーサルサービス算定方法 （３－２） 便益

日本においても、補填の必要性判断において便益考慮が必要

英国においては、ユニバーサルサービス提供による便益と
費用を比較した結果、基金発動は不要と判断

出典：Ofcom, Review of the Universal Service Obligation(2006/3/14)

Min
￡52M

Max
￡74M

Min
￡59M

Max
￡64M

ユニバーサルサービス
提供による便益

ユニバーサルサービス
提供による費用

比較

ユニバーサルサービス提供は、BTにとって不当な負担とは言えないとOfcomは判断
“Ofcom concluded in the June statement that the indicative estimates were reasonable and suggested that there is 
currently no unfair burden on BT which would justify a full review.”

ブランド効果 ： 105億～109億円※

公衆電話の広告効果 ： 19億～23億円※

※￡1=210円で計算

含まれる
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フェーズ1におけるユニバーサルサービス算定方法 （４） NTT保有資産の活用

NTTによる資産売却

公社時代の資産に基づく収益は、
ユニバーサルサービス確保のために供するべき

NTT東西は、安価な土地･建物取得など、
歴史的にもユニバーサルサービス提供にともなう便益を享受

NTT都市開発

日本電信電話公社の民営化以前
の資産を簿価で譲り受け、運用

時価総額 ：約5,360億円
（平成20年6月4日現在）

出典 ： NTT東日本、NTT西日本、NTTコミュニケーションズ決算資料 出典 ： NTT都市開発決算資料

営業収益の推移
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平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

その他の事業

分譲事業

不動産賃貸事業

（億円）

1,380

935
961

1,108

1,282



9

フェーズ1におけるユニバーサルサービス算定方法 （５） LRIC方式の採用

LRIC方式の継続採用が適当
実際費用が下回るなら、LRICモデルを見直すべき

ユニバーサルサービス補填金算定には、
NTT東西の非効率性排除が必須

実際費用がLRIC費用を下回っていることに
ついては、その要因の検証が必要
（償却済み資産の取扱い 等）

従来、LRIC方式により実際費用の
非効率性を控除してきた

出典 ： 総務省
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フェーズ1におけるユニバーサルサービス算定方法 （６） 高コスト地域見直し

携帯電話及びIP電話等の代替性を考慮し、
高コスト地域を 4.9% → 1.0%に

非競争地域＝高コスト地域を、現状に即して見直すべき

【 携帯電話 】 （98.7%）

〔
前
回
見
直
し
時
〕

高コスト地域
（4.9%）

競争地域 非競争
地域

【 携帯電話 】 （99.0%）

〔

今
回

〕

高コスト
地域

（1.0%）

競争地域
非競争
地域

料金面の代替性あり
〔例〕 ホワイトプラン 980円/月
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補填額拡大には、使用見込みのない回線維持の必要性も含め、
本質的な議論に基づく、国民的コンセンサスが必要

IP電話回線数補正等による補填額の拡大を、
検討不十分な状況で行うことは認められない

加入電話減少

IP回線数補正

加入電話減少

補助の必要性

補助額算定の検討
（例 ： 現行方式を基にした費用・収入の補正等）

【
ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
サ
ー
ビ
ス
将
来
像
研
究
会
報
告
書
】

【
今
回
議
論
す
べ
き
内
容

】

検
討
不
十
分

フェーズ1におけるユニバーサルサービス算定方法 （７） IP電話回線数補正

費用の最小化

補助の手段

使用していないメタル回線の必要性の検証

あくまで
最終的な手段
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フェーズ1におけるユニバーサルサービス算定方法 （８） き線点RT-GC間伝送路費用

接続料費用への暫定的算入は早期に解消すべき

き線点RT-GC間伝送路費用は基本料費用として取り扱うべき

「き線点ＲＴ－ＧＣ間伝送路は、集線されておらず、加入者回線の増減に
応じてコストが増減する設備であることから、平成１６年答申に基づき、
当該伝送路に係るコストは、ＮＴＳコストとして基本料の費用範囲の中で
回収することが原則」 ※ 下線及び強調は、当社にて付記

（平成19年9月20日 情報通信審議会答申「平成20年度以降の接続料算定の在り方について」）

原則として、NTT東西の基本料収入により、費用負担すべき

基本料の在り方、接続料の在り方などにつき総合的に勘案し、
き線点RT-GC間伝送路費用負担の在り方を検討すべき
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〔 ユニバーサルサービス対象外 〕

公衆電話について

屋外での代替通信手段が拡大したことを踏まえ、
必要性を再検討すべき

公衆電話設置状況、収支等のデータに基づく検証が必要

〔 現状 〕
データなく、検証不可

〔 データ開示 〕
公衆電話の実態を検証可能

必要性の検証
代替性有無の検証 等

〔 ユニバーサルサービス対象 〕
維持必要あり

維持不要
代替可能

個々の１種公衆に係る
設置場所
収支
利用状況、利用方法

災害時、緊急時の利用状況
等
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フェーズ2におけるユニバーサルサービスの基本的な考え方

全ての国民に対する高度な文化的生活と教育を実現すべく、時代に対応
したユニバーサルサービスが必要。
情報アクセス権は万人に保障されるべき。

以下のように効率的に構築・維持されたインフラ上でサービス競争を推進
すれば、基金に頼ることなくユニバーサルサービスの確保が可能。

NTT東西アクセス回線網分離の実現

電気通信事業者間における設備共用等の推進

在るべきユニバーサルサービスの範囲は、以下のとおり
（ただし、基金を前提としない）

基本的な通話サービス
緊急通報サービス
ブロードバンドサービス （※ フェーズ２移行後、一定程度普及した後）

時代に対応したユニバーサルサービスが必要
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フェーズ2におけるユニバーサルサービス維持について

現行の基金制度は、PSTNにおける競争を通じ、NTT東西の収入が減少
する中で全国サービスを維持するために導入されたもの。
フェーズ2においても、基金制度ありきで議論をするのは不適切。

実際、NTT東西は自らPSTN→IPへの移行を促進し、光サービス市場にお
いて独占状況を築いている。
その一方で、高コスト地域のPSTN費用補填のために競争事業者に対し
て基金の拠出を求めるのは疑問。

まずは、光サービス市場において多数の電気通信事業者による自由な
サービス競争が展開されるよう、全ての電気通信事業者が公平にインフ
ラを利用できる環境（ルール）整備が先決。

ユニバーサルサービスへの補填の必要性を検討する以前に、
公正競争ルール整備が必要

効率的にインフラを構築・維持すれば基金は不要
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【参考資料】

ソフトバンクグループにおける、利用者周知
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ソフトバンクグループにおける利用者周知の実例 （１）

ソフトバンクモバイルの周知一例

〔 ポスター 〕
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ソフトバンクグループにおける利用者周知の実例 （２）

ソフトバンクモバイルの周知一例 （続き）

〔 ホームページ 〕
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ソフトバンクグループにおける利用者周知の実例 （３）

〔 ホームページ 〕

ソフトバンクテレコムの周知一例

〔 プレスリリース 〕

上記事例の他、SMS、チラシ、プレスリリース、ステーション、ガイドブック、請求書同封物、
重要事項説明、総合カタログ、メルマガ、等あらゆる手段で利用者周知を実施
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ソフトバンクモバイルにおける
ユニバーサルサービス制度に係る問合せ件数

0件

500件

1000件

1500件

2000件

2500件

3000件

3500件

11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

ユニバ料番号単価改定告知
プレスリリース

（2007年12月）

ユニバ料請求事前告知
請求書同封物・HP・SMS等

（2006年12月）

ユニバ料請求開始
請求書発送

（2007年2月）

ユニバ料請求事前告知
プレスリリース

（2006年11月）

ソフトバンクグループにおけるユニバーサルサービス関連問合せ件数

2006年 2007年 2008年


	スライド番号 1
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	スライド番号 5
	スライド番号 6
	スライド番号 7
	スライド番号 8
	スライド番号 9
	スライド番号 10
	スライド番号 11
	スライド番号 12
	スライド番号 13
	スライド番号 14
	スライド番号 15
	スライド番号 16
	スライド番号 17
	スライド番号 18
	スライド番号 19
	スライド番号 20
	スライド番号 21

